
 
 
 

 
 
 
 光が丘地区の児童数は減少傾向にあり、今後予測され

ている、小学校の学級数が１１学級以下の過小規模校が

生じるなどの課題の解決に向けた検討を行うため、平成

30 年 8 月に「光が丘周辺地域小・中学校の学習環境の

あり方検討協議会」を設置し、光が丘周辺地域の小・中

学校における望ましい学習環境のあり方について、意見

交換を行ってきました。 

令和３年４月２８日に開催した第９回検討協議会では、光が丘周辺地域小・中学校の学習

環境のあり方検討協議会で実施した保護者アンケートの結果について、意見交換、検討を行

い、検討結果報告書のとりまとめを行いました。 

５月１０日には、検討協議会から検討結果報告書を、教育委員会に提出しました。 
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第９回検討協議会で話し合ったこと 

保護者への意見聴取の結果について 

検討協議会で作成する検討結果報告書（案）について、光が丘小学校、並木小学校、

陽光台小学校、青葉小学校、緑が丘中学校の保護者（※）の方から意見を聴取しました。 

※令和３年３月時点在籍児童生徒の保護者 

〇光が丘小学校、陽光台小学校、並木小学校に再編する案についての意見（第１段階） 

  案に対して、意見無しが全体の 40％強、概ね肯定的な意見が 20％強、否定的な意

見が 10％弱ありました。 

《意見の多かった内容》 

・各学年２クラスという小規模校であることに対し、友人関係や学習環境の面にお

いて、よりよい環境への整備を望んでいた。 

・陽光台５～７丁目から陽光台小への通学距離や、青葉２、３丁目は、どの学校に通

うにも遠いことを考えて、指定変更許可区域を設けてほしい。 

・統合する時期を教えてほしい。 

〇（ア）案：並木小学校の弥栄小への再編案、（イ）案：並木小学校の光が丘小への再

編案についての意見（第２段階） 

案に対して、意見無しが全体の 40％弱、概ね肯定的な意見が 20％強、否定的な

意見が 5％弱ありました。 

肯定的な意見の中では、（ア）案に賛同する意見が多い傾向が見られました。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「光が丘周辺地域小・中学校の学習環境のあり方検討

協議会ニュース」は、光が丘小学校、並木小学校、陽光

台小学校、青葉小学校、緑が丘中学校の保護者の方に配

付し、光が丘地域の自治会に回覧しています。 

詳細な検討協議会の結果概要とこれまで検討した課題

解決方策（案）などの資料は、市の行政資料コーナー、

光が丘公民館、陽光台公民館、光が丘小学校、並木小学

校、陽光台小学校、青葉小学校、緑が丘中学校に配架し

ていますので、関心のある方は是非ご覧ください。 

《意見の多かった内容》 

・小学校の児童数、中学校の生徒数のバランスが良い（ア）案が良い。中学校の人数

が少ないと、選択できる部活が少なくなる。 

・地域との連携を図るなら、まちづくり区域が一致する（イ）案が良い。 

・学校を再編する際には、各校の児童生徒の人数が同じくらいになると良い。 

 

保護者アンケート結果についての補足説明 

・検討結果報告書に記載した今回の案は、検討協議会で話し合っていただいた結果で

あり、今回の案で決定した訳ではありません。地域の皆さんの検討結果を踏まえ、

教育委員会として改めて検討させていただきます。又、再編に当って、通学区域の

切り替えを１度に行うのか、１年生から順次行うのかや、指定変更許可区域の設定

区域、期間などについては、詳細は教育委員会で検討します。再編時期については

今すぐではなく、早くても令和６年度以降になる見込みです。 

・第１段階と第２段階に分かれているのは、検討協議会の中で、１度に再編せずに段

階的に行う手法もあるという意見があったことや、第２段階において、まちづくり

区域が違う弥栄（中央）地区との協議を行うためです。 

・１つの小学校の児童が、全員同じ中学校に進学できる通学区域になると、小・中学

校で一貫した９年間を見通す教育の効果が高まり、中１ギャップ（※）の解消など

の効果も期待できます。※中１ギャップ：小学生が中学生になった時に、新しい環

境に馴染めず、色々な問題が出てくること 

・検討協議会では、過小規模校で学ぶ子どもたちの為に、大人の責任として、多様な

考え方に触れることができる学習環境を整備する検討を重ねてきました。 

・今後の光が丘地区の人口については、少子化が進む推計であり、県営上溝団地の建

て替えや、分譲地の増加などを考慮しても、人口減少傾向は続くと考えられます。 

・検討結果報告を受けて、教育委員会が検討した結果については、第１０回検討協議

会（開催時期は未定です）で教育委員会から説明する予定です。 

 

検討結果報告書（案）について 

検討結果報告書（案）について原案のとおり承認され、会長・副会長が検討協議会を

代表し、市教育委員会教育長に提出することになりました。 
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